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（様式１）実施報告書 

１ 応募者情報 

（１）応募者団体情報 

団体名 福岡県 

 

（２）都道府県・政令指定都市からの指定の有無及び連携（応募者が地域国際化協会及び地域国際化協会

に準ずる法人または団体の場合のみ記載） 

①都道府県・政令指定都市からの指定の有無 

（応募者が地域国際化協会及び地域国際化協会に準ずる法人または団体の場合のみ記載） 

○指定の有無 有・無 

○指定の内容 

 

②都道府県・政令指定都市との具体的な連携 

（応募者が地域国際化協会及び地域国際化協会に準ずる法人または団体の場合のみ記載） 

 

２ 事業の概要 

（１） 全体概要 

①事業の名称 日本語教育環境整備事業 

②目的等 

１ 目的 

・令和２～４年度にかけてモデル事業で取り組んだ地域日本語教室の開設や運営のノウハウを活用し、県内

日本語教室の質と量の拡充を図る。 

・地域の日本語教育を担う人材の発掘・育成を広域的に行うことにより、本県における日本語教育のさらな

る推進を図る。 

 

２ 本事業を通じて構築を目指す体制の全体像 

 

2年目（令和6年度） 3年目（令和7年度）
【既存教室】
・実施状況の検証
・運営方法の見直し

【既存教室】
・実施状況の検証
・運営方法の見直し

県の
取組み
（本事業）

1年目（令和5年度）

日本語教室

【運営主体】

市町村

国際交流協会

ボランティア

【既存教室】
・実施状況の検証
・運営方法の見直し

　　　　　　　【新規開設】
　　　　　　　　　・協議会設置検討
　　　　　　　　　・教室運営の企画・検討、決定
　　　　　　　　　・日本語教育人材の募集
　　　　　　　　　・生徒募集
　　　　　　　　　・教室開始、運営

　　　　・日本語教室への助言（日本語教育アドバイザー）
　　　　・県モデル事業の事例集作成・周知
　　　　・日本語教育人材の発掘　（セミナーの開催）
　　　　・ボランティア初心者向け研修

開設までの

所要期間
１～２年

・日本語教育アドバイザーによる助言

・日本語教育人材の発掘・育成
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（２）令和５年度事業の概要  

①事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日（１２か月間） 

②前年度までの年次計画における進捗状況（新規応募団体は記載不要） 

・本県では、行政、事業者、ボランティア等が連携した地域日本語教室の安定的な運営体制を構築し、希望

する外国人が身近な場所で日本語教育を受けられる環境を整備することを目的に、直方市、古賀市、苅田

町をモデル市町に選定しモデル事業に取り組んだ。（令和２～４年度） 

・各モデル市町において、行政、事業者、ボランティア等の関係団体と連携した協議会を設置して協議を進

めた結果、令和４年度に各市町の実情に応じた地域日本語教室を開設することができた。 

③前年度までの成果と課題（新規応募団体は記載不要） 

・本県の在留外国人は令和４年６月末時点で 85,065人であり、この５年間で約 1.2倍に増加。 

 なかでも技能実習生をはじめ働き手としての外国人が増えている。 

・一方で、行政やボランティアの運営する日本語教室は資金面、人材面、運営内容について課題を抱える教

室が未だ多く、今後はモデル事業で得られた日本語教室運営に係るノウハウを横展開し、日本語教育の質

と量を広域的に拡充していくことが必要。 

・また、地域日本語教室の運営を担う地域日本語教育コーディネーターやボランティア等の専門人材を市町

村が単独で発掘・育成することは困難であるため、県が広域的に支援する必要がある。 

④令和５年度の目標 

・モデル事業で培ったノウハウの横展開による、県内日本語教室の内容改善や新規開設 

（目標：１０教室） 

・地域日本語教室の運営を担う日本語教育専門人材の発掘 

（目標：県内で活動するコーディネーターや日本語教師等の発掘 １０人） 

・ボランティア人材（初心者）の育成 

（目標：育成研修への参加人数 ８０人） 

⑤令和５年度の主な取組内容 

・市町村が運営する地域日本語教室等への日本語教育アドバイザーの助言 

・県モデル事業の事例集作成 

・日本語教育人材の発掘に向けたセミナーの開催 

・ボランティア初心者向け研修の実施（年４回） 

・日本語教室コーディネータ―意見交換会 
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３ 事業の実施体制 

（１）実施体制（図表等を活用して、総括コーディネーター及び地域日本語教育コーディネーター、調査

計画推進コーディネーターを含めて記載してください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪事業の中核メンバー≫ 

 氏名 所属 職名 役割 

１ 承諾済 渡辺 文 福岡県国際局 国際局長 

２ 承諾済 川越 信一郎 福岡県国際政策課 国際政策課長 

３ 承諾済 荒巻 久美 福岡県国際政策課 参事補佐 

４ 承諾済 堀 新子 福岡県国際政策課 係長 

５ 承諾済 北原 優也 福岡県国際政策課 主任主事 

６ 承諾済 日野 翔太 福岡県国際政策課 主事 

７ 承諾済 深江 新太郎 NPO 多文化共生プ

ロジェクト 

代表 

 

（２）域内の市区町村、関連団体等との連携・協力体制 

本事業では県内市町村の現状やニーズを適宜確認し、連携を取りながら事業を実施した。 

 

 

 

 

 行政（県、国、市町村）、 
 事業者団体、地域国際化協
会、学識経験者、日本語教育
ボランティア団体、中小企業
支援団体 等で構成 

〔事務局〕福岡県国際政策課 

６０団体で構成 
行政、経済団体・中小企業支援団体、 
特定技能関係団体、地域国際化協会、 
留学生関係団体、士業団体 等  

〔会 長〕福岡県副知事 
〔事務局〕福岡県国際政策課 

福岡県外国人材受入対策協議会 

日本語教育部会 
（総合調整会議） 

外国人相談 
窓口部会 

労働環境 
部会 

○本事業の取組み内容は総合調整会議へフィードバック。 
 
○総合調整会議は、地域での取組みが円滑に進むよう、適時支援、アドバ
イスを行う。 

市町村（地域日本語教室等） 
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４ 令和５年度の実施内容 

（１）実施内容  

１．広域での総合的な体制づくり 

【必須項目】 

（取組①）総合調整会議の設置 

①構成員 

 氏名 所属 職名 役割 

１ 北岡 武 福岡出入国在留管理

局 

上席入国審査官 外国人受け入れの状況や総合的

対応策に係る情報提供 

２ 白水 増美 福岡県市長会 事務局次長 県内の市の意見集約、調整、意見

陳述 

３ 波多野 賢 福岡県町村会 次長 県内の町村の意見集約、調整、意

見陳述 

４ 野田 高広 福岡県特定技能支援

機関団体協会 

会長 特定技能に関連する事業者当等

のニーズなどの情報提供、意見

陳述 

５ 藤村 勲 福岡県外国人技能実

習生受入組合連絡協

議会 

会長 技能実習に関連する事業者等の

ニーズなどの情報提供、意見陳

述 

６ 岩井 昌也 （公財）福岡県国際交

流センター 

多文化共生・留学

生部長 

日本語教育をはじめとした県内

における多文化共生に係る取組

みや、外国人からのニーズなど

の情報提供、意見陳述 

７ 川邊 理恵 福岡大学、筑紫女学園

大学 

非常勤講師 日本語教育に係る学識経験者の

立場からの意見陳述 

８ 深江 新太郎 NPO 多文化共生プロ

ジェクト 

代表 日本語教育を実践する立場から

の意見陳述 

９ 大西 亘  福岡県商工会連合会 課長補佐 県内事業者等のニーズなどの情

報提供、意見陳述 

10 井原 隆博 福岡県商工会議所連

合会 

総務企画部長 県内事業者等のニーズなどの情

報提供、意見陳述 

11 灘 さやか 福岡県中小企業団体

中央会 

情報調査課 主査 傘下の技能実習監理団体となっ

ている協同組合等のニーズなど

の情報提供、意見陳述 

12 小山 陽平 福岡県福祉労働部 

労働政策課 

参事補佐兼企画調

整係長 

労働環境整備推進の観点からの

意見陳述、関係機関との連絡・調

整 
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13 廣松 綾 福岡県人づくり・県民

生活部 

社会活動推進課コラ

ボステーション福岡 

協働班長 市民ボランティア養成の観点か

らの意見陳述、関係機関との連

絡・調整 

14 山本 悟史 福岡県教育庁 

義務教育課 

課長補佐 夜間中学等、教育施策推進の観

点からの意見陳述、関係機関と

の連絡・調整 

15 渡辺 文 福岡県国際局 国際局長 統合調整会議とりまとめ 

16 川越 信一郎 福岡県国際局国際政

策課 

国際政策課長 統括コーディネーター 

②実施結果 

実施回数 2 回／年 

実施 

スケジュール 

令和５年８月 

令和６年１月 

主な検討項目 地域における外国人への日本語教育の現状と課題 

地域における外国人への日本語教育を進めるための方向性 

地域における外国人への日本語教育を進めるための具体的な取組 

（取組②－１）総括コーディネーターの配置 

総括コーディネーターは、県内の日本語教育に関わる様々な機関と連携しながら、県内各地域の日本語 

教育を推進していく役割を担うことから、幅広い関係機関との調整能力を有し、本補助事業全体を統括す

る立場となる福岡県国際局国際政策課長が、総括コーディネーターとなった。 

（取組②－２）地域日本語教育コーディネーターの配置に向けた取組 

地域日本語教育コーディネーターの配置【（○）】 

地域日本語教育コーディネーターの候補者育成支援【（ ）】 

〇本補助事業では、「地域日本語コーディネーター」業務を委託により配置した。 

〇「地域日本語コーディネーター」となる受託者（深江氏）は、次の役割を担った。 

1. 地域日本語教育の専門家としての、専門的見地からの意見及び知見の提供 

2. 国の日本語教育の方向性を踏まえ、本県が実施する日本語教育環境整備事業の目的をより効

果的に達成できるためのアドバイス及び情報提供 

3. 既存の日本語教室及び新規開設する日本語教室に対する運営方法・カリキュラム等の助言 

4. 日本語教育推進に係る助言・提案 

（取組②－３）調査・推進計画策定コーディネーターの配置 

配置せず 
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【重点項目】 

（取組④）都道府県等の域内における日本語教育の実施に関する連携のための取組 

・本補助事業は、県内市町村の日本語教室との連携も含め、広域的に実施することも視野に入れており、令

和５年４月 1 日時点で実施している県内日本語教室の調査（市町村及び日本語教室対象）において、現

状・課題等を把握した。 

・県内の日本語教室コーディネーターを集めた意見交換会を２回実施し、日本語教室を運営していくうえで

の課題等を共有した。 

（取組⑤）市区町村への意識啓発のための取組 

〇地域日本語教育セミナーの実施 

日本語教育に携わっている人材や市町村職員等に地域日本語教育の重要性を理解してもらうことを目的 

に、地域日本語教育セミナーを開催し、県内日本語教育の推進を図った。 

  

【実施日】令和６年１月２７日（土）14:00～16:00 

【会場】アクロス福岡６０７会議室 

【対象】日本語教育に携わっている人材や市町村職員等 

【参加者】２９名 

【内容】（１）県の事業説明 

（２）基調講演：講師 菊池哲佳氏（多文化社会専門職機構） 

講演内容「地域日本語教育コーディネーターの役割について」 

    （３）事例報告：日本教室での具体的な活動内容について事例報告 

 

（取組⑥）日本語教育人材に対する研修 

〇日本語教室ボランティア初心者研修の実施 

相手に合わせて分かりやすく伝える「やさしい日本語」の必要性や日本語による外国人とのコミュニケー

ション方法等について学習する機会を提供し、地域における日本語教育の質の向上を図ることを目的に、県

内 4地域で日本語教室ボランティア初心者研修を実施した。 

 

講師 岩田 一成 氏 

内容（１）やさしい日本語の必要性 

（２）外国人とのコミュニケーション方法 

【北九州地域】  

 日時：令和６年１月２０日（土）１１:００～１２:３０ 

 会場：苅田町立中央公民館 第 5 研修室 

 参加者数：２０人 

【筑豊地域】 

 日時：令和６年１月２０日（土）１５:００～１６:３０ 
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 会場：直方市中央公民館 3 階第 3学習室 

 参加者数：２４人 

【筑後地域】 

 日時：令和６年１月２１日（日）１３:３０～１５:００ 

 会場：えーるピア久留米 301・302 学習室 

 参加者数：１８人 

【福岡地域】 

日時：令和６年２月１８日（日）１３:３０～１５:００ 

会場：リーパスプラザこが 302洋室  

参加人数：２９人 

 

（取組⑦）地域日本語教育の実施  

実施するものに○  【 】都道府県・政令指定都市が主催する地域日本語教育 

          【〇】日本語教育実施機関団体等への地域日本語教育 

実施箇所見込数 ７か所 
受講者数 

（実人数） 
― 

活動１ 

〇市町村が運営する地域日本語教室等への日本語教育アドバイザーの助言の実施 

県がこれまでのモデル事業を通じて得られた知見を他の日本語教室に活用してもらう 

ことにより、県内の日本語教室が抱える問題解決を図るため、日本語教育の専門的知見を

持った「地域日本語教育コーディネータ―」と実施団体との協議の場を設け、地域日本語

教育コーディネータ―の助言に基づき、市町村の日本語教室の課題解決を図った。 

 

〇実施団体：7 団体（古賀市、苅田町、直方市、久留米市、筑紫野市、遠賀町、大木町）

※公募により選定 

〇解決課題： 

（１）古賀市 （協議回数：４回） 

①多文化共生推進協議会での協議内容および運営方法等の検討 

②子ども向け日本語教室の実施について 

（２）苅田町 （協議回数：３回） 

  ①就労者向け日本語教室の立ち上げに向けた教室内容等の検討 

  ②協議会設立に向けた協議内容の検討 

（３）直方市（協議回数：３回） 

  ①「日本語教室直方」の運営方法 

②ボランティアクラスの安定的な運営 

③市民ボランティアの掘り起こし 

（４）久留米市（協議回数：３回） 
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  学習者のレベルに個人差がある中での教え方のノウハウ 

（５）筑紫野市 （協議回数：３回） 

ボランティアによる学習者への教え方、教材の選び方 

（６）遠賀町（協議回数：３回） 

①学習者の確保・発掘について  

②ボランティアの育成 

（７）大木町（協議回数：２回） 

  ①外国人が日本語教室に通いやすい環境づくり 

②ボランティアの確保 

（取組⑧～⑮）その他の取組  

（取組⑭成果の普及） 

令和２～４年度のモデル事業の成果（ノウハウ）を発信・普及するため、モデル市町村での取組等をまと

めた「日本語教室立ち上げ事例集」を作成した。 

 

（取組⑮その他関連する項目） 

前述の取組⑤のセミナー参加者を対象に、日本語教育人材情報を取りまとめ、必要とする市町村へ情報提

供を行った。 

２．市区町村の日本語教育の取組への支援  

（取組①）市区町村を支援して実施する日本語教育 

取組なし 

（取組②）取組１以外の日本語教育を行う団体を支援して実施する日本語教育 

取組なし 

 

５ 主要な取組の実施状況 

令和５年４月 公募開始（新設又は改善を希望する日本語教室） 

５月  

６月  

７月 下旬 補助金交付決定 

８月 第１回日本語教育部会（総合調整会議）開催 

９月 第１回日本語教室コーディネーター意見交換会 

１０月  

１１月  

１２月  

令和６年１月 地域日本語教育セミナー開催 

第２回日本語教育部会（総合調整会議）開催 
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ボランティア初心者向け研修①、②、③開催 

２月 ボランティア初心者向け研修④開催 

３月 事例集作成 

第２回日本語教室コーディネーター意見交換会 

実績報告書の提出 

 

６ 評価と検証 

１．令和５年度の計画の評価と検証方法 

【令和５年度の目標】（再掲） 

① モデル事業で培ったノウハウの横展開による、県内日本語教室の内容改善や新設 

（目標：１０教室） 

② 地域日本語教室の運営を担う日本語教育専門人材の発掘 

（目標：県内で活動するコーディネーターや日本語教師等の発掘 １０人） 

③ ボランティア人材の育成 

（目標：育成研修への参加人数 ８０人） 

【令和５年度の目標達成に向けた指標（定量評価・定性評価を含む。）】 

＜目標①＞ 

【定量評価目標】 

〇目標値 10教室 

 〇実績値  7 教室 

  〇評価    新規の日本語教室立ち上げを希望する団体がなく、実施団体数は目標値には至らなかったも

のの、実施団体については、地域日本語教育コーディネ―タ―の助言等により、既存の日本語

教室の課題改善を図ることができた。 

       また、空白地域にある市町村を個別訪問し、本事業について具体的に説明するとともに、課

題の抽出など、ヒアリングを行った。 

＜目標②＞ 

【定量評価目標】 

〇目標値 １０人 

〇実績値 ２２人 

〇評価  SNS 等を活用し、積極的にセミナーの周知を行ったことで、目標値を超える日本語教育専門人

材の発掘ができた。 

＜目標③＞ 

【定量評価目標】 

〇目標値 ８０人 

〇実績値 ９１人 

〇評価  市町村と連携して研修周知を行い、目標値に到達することができた。 
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２．その他、令和５年度事業の評価と検証方法 

取組なし 

 

７ 検証を踏まえた課題と今後の展望 

１．検証を踏まえた課題と今後の展望 

（１）検証を踏まえた課題 

新規日本語教室の立ち上げ支援および日本語教室空白地域での日本語教育の推進 

 

（２）今後の展望  

市町村と連携を密に取り、日本語教室のニーズを把握しながら、地域の実情に応じた支援を行っていくこ

とで、地域日本語教室における安定的な運営体制構築を目指す。 

 

２．その他、課題と困難な状況への対応方法等 

（１）課題と困難な状況への対応方法  
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